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岩沼市の地域経済循環図 
 

岩沼市の地域経済循環率は92.1％と高い数値となっています。2020年は99.4％となっており、7.3％減少していま

す。 

 

 
 
【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/reca/ 

「地域経済循環率」とは、生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値であり、地域経済の自立度を示している。（値が低いほど他地域から流

入する所得に対する依存度が高い。） 

「雇用者所得」とは、主に労働者が労働の対価として得る賃金や給料等により構成される。 

「その他所得」は、財産所得、企業所得、交付税、社会保障給付、補助金等、雇用者所得以外の所得により構成される。 

「その他支出」は、「政府支出」+「地域内産業の移輸出-移輸入」により構成される。例えば、移輸入が移輸出を大きく上回り、その差が政府支

出額を上回る場合（域外からの財・サービスの購入を通じた所得流出額が政府支出額よりも大きい場合）は、「その他支出」の金額がマイナスと

なる。 

「支出流出入率」とは、地域内に支出された金額に対する地域外から流入・地域外に流出した金額の割合で、プラスの値は地域外からの流入、マ

イナスの値は地域外への流出を示す。 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされるた

め、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 
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岩沼市の生産構成割合【生産額（総額）】 
岩沼市の地域内産業の構成割合（生産額）は、3次産業が51.5％、2次産業が47.9％、1次産業が0.6％となってい

ます。 

 

2022年  生産額（総額）：3,326億円 

 

 

 
【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされる 

ため、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した費

用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 
一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされるた

め、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した費

用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされるた

め、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した費

用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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岩沼市の生産構成割合【付加価値額（総額）】
 岩沼市の生産構成割合【付加価値額（総額）】は、３次産業が69.6％、2次産業が29.7％、1次産業が0.6％となっ

ています。 

 

2018年  付加価値額（総額）：10億円 

 

 
【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされるた

め、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した費

用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされるた

め、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した費

用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされるた

め、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した費

用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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岩沼市の生産構成割合【雇用者所得（総額）】
 岩沼市の生産構成割合【雇用者所得（総額）】は、3次産業が71.0％、2次産業が28.5％、1次産業が0.5％となっ

ています。 

 

2022年  雇用者所得（総額）：4億円 

 

 

 
【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされる 

ため、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した 

費用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 

 

 



10 

 

 

 

【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされるた

め、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した費

用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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【出典】 

環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成） 

地域経済循環分析（環境省） 

【注記】 

本データの詳細な分析方法については、以下ＵＲＬを参照。 

https://www.vmi.co.jp/jpn/reca/ 

一人当たり生産額＝当該産業生産額÷当該産業従業者数 

一人当たり付加価値額＝当該産業付加価値額÷当該産業従業者数 

一人当たり雇用者所得＝当該産業雇用者所得÷当該産業従業者数 

本データは国民経済計算、県民経済計算、国勢調査、経済センサス等のデータを用いて、全国の市町村のデータを統一的な方法で作成している。 

国民経済計算や県民経済計算は、精度向上を目的に推計方法については絶えず見直しを行っている関係上、随時、過去に遡って改定がなされる 

ため、本データのデータ更新時には、これまで公開していた数値から変化する場合がある。 

「公務」の生産活動の産出額は、売上等のデータからは推計できないことから、発注額（＝サービス提供にかかる費用）など経済活動に要した 

費用の積み上げが産出額となっている。 

「住宅賃貸業」には帰属家賃が含まれている。 
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社会増減分析From‐To分析（定住人口） 
岩沼市の定住人口における転入数内訳は、「仙台市」が22.53％、次いで「名取市」が9.17％、「亘理町」が4.70％

となっており、転出数内訳においては、「仙台市」が24.12％、次いで「名取市」が10.68％、「柴田町」が5.26％と

なっています。 

 
【出典】 

総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

【注記】 

都道府県単位の移動総数は、市区町村単位の移動情報を足し上げて集計しているため、秘匿情報がある場合は、実際に把握できている移動数よ 

り少なくなることがある。 

「住民基本台帳移動報告」における移動者数は，住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定により市町村に届出等のあった転入者の日本 

国内の移動に係る情報を集計したものである（国外からの転入者及び国外への転出者は含まれていない。）。 

また、本画面は、性別・年齢階級別に移動前の住所地別転入者数・移動後の住所地別転出者数が整理された公表集計表を用いて作成しているた 

め2017年までは日本人のみ、2018年からは外国人を含む移動者数を表示している。 
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昼間人口・夜間人口の地域別構成割合 
岩沼市の昼間人口の構成割合は、「岩沼市」が66.32％、次いで「仙台市」が10.61％、「名取市」が7.20％となっ

ており、夜間人口の構成割合は、「岩沼市」が67.34％、次いで「仙台市」が14.92％、「名取市」が6.36％となって

います。 

 
【出典】 

総務省「国勢調査」 

【注記】 

昼間人口：この画面においては、就業者または通学者が従業・通学している従業地・通学地における15歳以上の人口であり、従業地・通学地集計

の結果を用いて算出された人口をいう。 

算出方法は「地域に常住する人口」－「地域から通勤者又は通学者として流出する人口」＋「その地域へ通勤者又は通学者として流入する人口」 

テレワーク勤務に関しては、定義上ふだんからテレワーク勤務が半分未満の場合は勤め先の所在地が従業地となるため、「流出人口」「流入人口」

に含まれるが、テレワーク勤務が半分以上の場合は、自宅を従業地とするため、「流出人口」「流入人口」に含まれない。 

夜間勤務の者、夜間の学校に通っている者も便宜上昼間就業者・昼間通学者とみなして昼間人口に含めているが、買物客などの非定常的な移動に

ついては考慮していない。 

夜間人口：この画面においては、地域に常住している15歳以上の人口である。 

昼夜間人口比率：この画面においては、夜間人口100人当たり（15歳以上）の昼間人口（15歳以上）の割合であり、100を超えているときは通勤・

通学人口の流入超過、100を下回っているときは流出超過を示している。 

「平成22年国勢調査」による数値に関して、平成22年10月1日以降に合併した岩手県一関市（一関市、藤沢町）、栃木県栃木市（栃木市、西方

町、岩舟町）、埼玉県川口市（川口市、鳩ヶ谷市）、愛知県西尾市（西尾市、一色町、吉良町、及び幡豆町）、島根県松江市（松江市、東出雲町）、島

根県出雲市（出雲市、斐川町）の6自治体については、市町村合併を考慮した調整を実施している。 
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流入者数・流出者数の地域別構成割合 
岩沼市の域内への流入者は、「仙台市」が31.49％、次いで「名取市」が21.38％、「亘理町」が14.86％となってお

り、域外への流出者は、「仙台市」が45.68％、次いで「名取市」が19.49％、「亘理町」が7.10％となっています。 

 
【出典】 

総務省「国勢調査」 

【注記】 

通勤者：この画面においては、15歳以上の自宅以外の場所で就業する者をいう。 

ただし、ふだんからテレワーク勤務が半分未満の場合は、勤め先の所在地が従業地となるため、通勤者に含まれるが、テレワーク勤務が半分以上

の場合は、自宅を従業地とするため、通勤者には含まれない。 

通学者：この画面においては、15歳以上の、主に高等学校や専修学校、各種学校に通学する者をいう。 

通勤者・通学者： この画面においては、15歳以上の通勤者と15歳以上の通学者の合計をいう。 

この画面において、流入者数、流出者数、流入超過数、流出超過数には、同じ政令指定都市下の行政区間の流入者数・流出者数は含まれていない。 

「平成22年国勢調査」による数値に関して、平成22年10月1日以降に合併した岩手県一関市（一関市、藤沢町）、栃木県栃木市（栃木市、西方

町、岩舟町）、埼玉県川口市（川口市、鳩ヶ谷市）、愛知県西尾市（西尾市、一色町、吉良町、及び幡豆町）、島根県松江市（松江市、東出雲町）、島

根県出雲市（出雲市、斐川町）の6自治体については、市町村合併を考慮した調整を実施している。 
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岩沼市の産業構成割合（企業数） 
岩沼市の企業数は、「卸売業、小売業」が17.9％、次いで「宿泊業、飲食サービス業」が13.9％、「不動産業、物

品賃貸業」が13.2％、「建設業」が13.1％となっています。 
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17 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜企業数の推移＞ 

岩沼市の企業数の推移は、2012年が1,205社であったのに対し、2021年では1,095社となっており、110社減少し

ております。 

 

 
【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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岩沼市の産業構成割合（従業者数） 
岩沼市の産業構成割合にみる企業単位の従業者数の割合は14,697人となっており、「卸・小売業」が19.4％、「宿

泊業・飲食サービス業」が19.1%、「医療・福祉」が15.9％となっています。 
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【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜従業者数の推移＞ 

岩沼市の従業者数（企業単位）の推移は、2016年が13,531人であったのに対し、2021年では14,697人となって

おり、659人増加しております。 

 

 

 

 
 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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岩沼市の産業構成割合（売上高） 
岩沼市の産業構成割合にみる売上高（企業単位）は352,510百万円となっており、割合としては「卸・小売業」が

64.3％、「製造業」が8.5%、「建設業」が7.4％となっています。 
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【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜売上高の推移＞ 

岩沼市内における売上高の推移は、2012年が238,404百万円であったのに対し、2021年では352,510百万円とな

っており、114,106百万円増加しております。 

 

 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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岩沼市の産業構成割合（付加価値額） 
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【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜付加価値額の推移＞ 
岩沼市内における付加価値額の推移は、2016年が75,888百万円であったのに対し、2021年では49,144百万円と

なっており、26,744百万円減少しております。 

 

 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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従業者と労働生産性から見る付加価値額 

＜労働生産性順＞ 

 

 

＜従業者数順＞ 
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＜付加価値額順＞ 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」 
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岩沼市の産業構造（製造業） 
2021年の岩沼市の企業数（製造業）は、「金属製品製造業」が24事業所、次いで「食料品製造業」「鉄鋼業」 

「生産用機械器具製造業」が13事業所となっています。 
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【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜事業所数の推移＞ 

岩沼市内における事業所数（事業所単位）の推移は、2016年が127事業所であったのに対し、2021年では 

129事業所となっており、2事業所増加しております。 

 

 

 
【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜常用従業員数の変化＞ 

2021年の常用従業者数は、「ゴム製品製造業」が1,547人、次いで「食料品製造業」が1,245人、「パルプ・紙・紙

加工品製造業」が514人、「金属製品製造業」が393人となっています。 

 

 



34 

 

 
【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜従業員数の推移＞ 

 
【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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岩沼市の産業構造（小売・卸売業） 

＜事業所数＞ 

2021年の岩沼市の事業所数（小売・卸売業）は401事業所となっており、「飲食料品小売業」が19,7％、「建築材

料，鉱物・金属材料等卸売業」が14,7％となっています。 
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【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 

  



38 

 

＜事業所数の推移＞ 

岩沼市の事業所数（小売・卸売業）の推移は、2016年が441事業所であったが、2021年では401事業所となって

おり、40事業所減少となっています。 

 
【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜従業者数＞ 

製造業における従業者数（事業所単位）は4,907人となっており、割合としては、「ゴム製品製造業」が

31.5％、「食料品製造業」が25.4％、「パルプ・紙・紙加工製造業」が10.5％となっています。 

 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜従業員数の推移＞ 

岩沼市の従業員数（小売・卸売業）の推移は、2016年が3,636人であったが、2021年では3,623となっており、

減少傾向となっています。 

 
【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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岩沼市の産業構造（農業） 
2021年の岩沼市の事業所数（農業）は14事業所となっており、「耕種農業」が85.7％、「畜産農業」が7.1％とな

っています。 

 

 

 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜事業所数の推移＞ 

2021年の岩沼市の事業所数（農業）の推移は、2012年・2016年と5事業所で横ばいであったが、2021年は14事

業所と増加しております。 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜従事者数＞ 

2021年の岩沼市の従業者数（農業）は393人となっており、「耕種農業」が77.6％、「農業サービス業」が21.9％

となっています。 

 

 
【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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＜事業所数の推移＞ 

岩沼市の従業者数（農業）の推移は、2012年と2016年が39人で横ばいであったが、2021年では393人となって

おり、354人増加となっています。 

 

【出典】 

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」、総務省・経済産業省「経済構造実態調査（産業横断調査）」 
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岩沼市の産業構造（林業） 
2015年の岩沼市の林業総収入（総額）は、「林産物販売金額」が150万円となっています。 

 

【出典】 農林水産省「農林業センサス」再編加工 

【注記】  

林業総収入＝林産物販売金額＋林業作業請負収入。 

林産物販売金額＝Σ（各階層中位数×各階層経営体）。林業作業請負収入＝Σ（各階層中位数×各階層経営体）。 

最上位層の中位数は７億円として推計。林業作業請負収入とは、農林業センサスにおける受託料金収入を指す。 

林作業を請け負ったことにより得た収入をいい、諸経費、人件費を差し引く前の金額をいう。 

各階層中位数については、階層が2015年以前と2020年で異なっているため、中位数に違いがある。 

・2015 年以前の階層：50万円未満、50～100 万円未満、100～200 万円未満、200～300 万円未満、300～500万円未満、500～700万円未満、700～

1,000万円未満、1,000～1,500万円未満、1,500～2,000万円未満、2,000～3,000万円未満、3,000～5,000万円未満、5,000万～１億円未満、１～

３億円未満、３～５億円未満、５億円以上 

・2020年の階層：50万円未満、50～100万円未満、100～300万円未満、300～500万円未満、500～1,000万円未満、1,000～3,000万円未満、3,000

～5,000万円未満、5,000万～１億円未満、１～２億円未満、２～３億円未満、３～５億円未満、５億円以上 

【その他の留意点】 

１つの経営体が林産物販売と林作業請負を行っている場合は、該当するすべての林産物販売及び請負作業について１経営体としてカウントされて

いる 

｢特用林産物の販売の経営体数には、特用林産物の販売において主要となる栽培きのこの類の経営体数は含まれていない｣ 
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【出典】 農林水産省「農林業センサス」再編加工 

【注記】 

林業総収入＝林産物販売金額＋林業作業請負収入。 

林産物販売金額＝Σ（各階層中位数×各階層経営体）。林業作業請負収入＝Σ（各階層中位数×各階層経営体）。 

最上位層の中位数は７億円として推計。林業作業請負収入とは、農林業センサスにおける受託料金収入を指す。 

林作業を請け負ったことにより得た収入をいい、諸経費、人件費を差し引く前の金額をいう。 

各階層中位数については、階層が2015年以前と2020年で異なっているため、中位数に違いがある。 

・2015 年以前の階層：50万円未満、50～100 万円未満、100～200 万円未満、200～300 万円未満、300～500万円未満、500～700万円未満、700～

1,000万円未満、1,000～1,500万円未満、1,500～2,000万円未満、2,000～3,000万円未満、3,000～5,000万円未満、5,000万～１億円未満、１～

３億円未満、３～５億円未満、５億円以上 

・2020年の階層：50万円未満、50～100万円未満、100～300万円未満、300～500万円未満、500～1,000万円未満、1,000～3,000万円未満、3,000

～5,000万円未満、5,000万～１億円未満、１～２億円未満、２～３億円未満、３～５億円未満、５億円以上 

【その他の留意点】 

１つの経営体が林産物販売と林作業請負を行っている場合は、該当するすべての林産物販売及び請負作業について１経営体としてカウントされて

いる 

｢特用林産物の販売の経営体数には、特用林産物の販売において主要となる栽培きのこの類の経営体数は含まれていない｣ 
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【出典】 農林水産省「農林業センサス」再編加工 

【注記】 合算機能において秘匿値が含まれる地域を合算した場合、当該地域の数値は合算結果に反映されない。 

 


